
平成２７年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ３ 府 省 庁 名    復興庁           

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
株式会社東日本大震災事業者再生支援機構に係る課税標準の特例措置の延長 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

東日本大震災によって被害を受けたことにより過大な債務を負っている事業者にとっては、既往債務が負

担となり、新規の資金調達が困難となるいわゆる「二重債務問題」が存する。この問題に対して、債権の買

取り等を通じて、被災事業者の債務の負担を軽減しつつ、再生を支援することで、産業や人口流出防止の観

点から被災地域の復興に資することを目的として、株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法が制定され、

東日本大震災事業者再生支援機構（以下「震災支援機構」という。）が設立された。 

 

・特例措置の内容 

震災支援機構については、平成 28年３月 31日までの間に開始する各事業年度分の事業税に限り、資本金

等の額を銀行法施行令で定める銀行の最低資本金の額（20億円）とする、法人事業税の資本割に係る課税標

準の特例措置が講ぜられており、本件は当該措置の延長（５年間（平成 33年３月 31日まで））を要望するも

の。 

 

 

関係条文 

 

地方税法第 72条の 12第１号ロ、地方税法附則第９条第 12項 

 

減収 

見込額 

［初年度］ ―    （ ▲37  ）  ［平年度］ ―    （ ▲37  ） 

［改正増減収額］ ―                            （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

東日本大震災によって被害を受けたことにより過大な債務を負っている事業者に対し、震災支援機構が金

融機関等が有する当該事業者の債権の買取り等を行うことで事業者の債務負担を軽減しつつ、その再生を支

援することを目的とする。 

 

（２）施策の必要性 

震災支援機構がその業務を遂行するためには十分な財務基盤を有していることが望ましく、多額の資本金

が必要となるが、資本金等の全額が法人事業税の外形標準課税の対象となった場合、資本割による多額の税

負担が生じることになり、業務遂行のための財務基盤が損なわれるおそれがある。従って、法人事業税の資

本割に係る課税標準の特例措置（資本金等の額を銀行法施行令で定める銀行の最低資本金（20億円）とする、

法人事業税の資本割に係る課税標準の特例措置）を講じることにより、震災支援機構の税負担を軽減させる

ことが不可欠である。 

本要望に 

対応する 

縮減案 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

復興施策の推進 

（６）東日本大震災からの復興に係る施策の推進 

政策の 

達成目標 

東日本大震災によって被害を受けたことで過大な債務を負っている事業者の再生を支援する。 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

延長期間 

５年間（平成 28年４月１日から平成 33年３月 31日まで） 

同上の期間中

の達成目標 

震災支援機構による支援を受けた事業者が、確実に事業再生すること。 

政策目標の 

達成状況 

平成 27年７月末時点で、613件の事業者に対して支援決定済。 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

震災支援機構のみ。 

 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

震災支援機構がその業務を遂行するに当たり、多額の資本割が課されれば、当機構の財務基盤

が維持できなくなるおそれがあるため、当該特例措置を延長することが当機構の事業者再生支

援業務の遂行上必要不可欠である。本措置を講じることにより、金融機関等から債権を買取る

等の中で、再生計画を策定して債権放棄を行わせるという事業再生業務を円滑に行うことが可

能となる。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

同一の目的であるほかの措置はない。 

 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

― 

 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

― 

要望の措置の 

妥当性 

震災支援機構がその業務を遂行するためには十分な財務基盤を有していることが望ましく、

多額の資本金が必要となるが、資本金等の全額が法人事業税の外形標準課税の対象となった場

合、資本割による多額の税負担が生じることになり、業務遂行のための財務基盤が損なわれる

おそれがある。従って、法人事業税の資本割に係る課税標準の特例措置を講じることにより、

震災支援機構の税負担を軽減させることが不可欠である。 

なお、地域経済活性化支援機構などの公的な機構でも同様の措置が講じられている。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

平成 24年度：17,982百万円 

平成 25年度：17,982百万円 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

① 適用総額の種類：課税標準（資本金等の額） 

② 適用総額：17,982百万円（平成 24年度） 

17,982百万円（平成 25年度） 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

震災支援機構がその業務を遂行するためには十分な財務基盤を有していることが望ましく、多

額の資本金が必要となるが、資本金等の全額が法人事業税の外形標準課税の対象となった場合、

資本割による多額の税負担が生じることになり、業務遂行のための財務基盤が損なわれるおそ

れがある。従って、法人事業税の資本割に係る課税標準の特例措置を講じることにより、震災

支援機構の税負担を軽減させることが不可欠である。 

なお、地域経済活性化支援機構などの公的な機構でも同様の措置が講じられている。 

前回要望時の 

達成目標 

― 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

― 

 

 

 

これまでの要望経緯 

― 
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